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資産的費用項目の償却の成立
?
水
?
I はしがき
(I) 
繰延資産や無形固定資産のような資産的費用項目が，いっ，どこで，どん
な要因によって，どういう形で成立したかという問題は解明されていないと
思う。 この項目の償却もおそらく一挙に成立したものではないということ
は，想像にかたくないけれども，その成立過程の具体像を復原することも試
みられていないように思われる。というのは，繰延資産や無形資産の資産性
の圏識，これらの償却が，どういう形で成立して普及したかという具体的な
事柄になると，地域によってはなはだ多様であったと思われるし，したがっ
て，その全体の状況を総括的に論ずることは非常に困難であると思われるか
らである。
われわれは，従来，設備資産の償却制度の成立や棚卸資産費用化の成立に
関心を持っていたが，それらに対すると同程度の関心を資産的費用項目の償
却の成立に向ける必要を今感じる。現金主義会計から発生主義会計への史的
(1) 資産的費用項目とは，費用性資産の中の一種であって，資産になりうる費用を
いう。学者によっては，これを費用財類似の項目と解し，擬制的に費用化される
とするものもある（阪本安ー著「基礎会計学」中央経済社， 1975年， 242ページ
参照）。
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(2) 
発展を無視するような理論や用役学説の発展を考慮しないような理論が，新
しい装いをこらして近来台頭するに至っているからである。
そこで，この小稿において，入手しうる限られた資料から，一般的な状況
と考えられる19世紀から今世紀初頭にかけての事情を推定して，これをまと
めてみようと思う。
r 株式会社の発展と資産的費用項目の成立
創立費とその償却の最も早い具体的事例の全くの一例として，イギリス東
印度会社の記録が挙げられる。ャーメーによると， 1733年6月に， General 
Courtの命によって， 「会社の有する独占的商業権の延長およぴ法人格の永
代所有」という勘定科目に記入された支出が，年に10,000ボンド償却された
という。一つの会社の創立に関連する費用が最初の年度の費用として処理さ
れると，その処理は利益計数をゆがめると考えて，支出合計額が多数の年度
に配分されたと推察されている。このように，設備資産のように後で取替え
のための支出を必要としない場合でさえ，ある一定の支出は一連の年度に割
(3) 
り当て償却して，年度利益計算を行うという傾向があったといわれる。
かように，ジョイント・ストック・カンパニーが発展していく時期に，費
用性資産の種類の拡大傾向が生じてくるということは注目すべき事柄であ
る。
ところで，資産的費用項目の繰延ぺを行う動向を阻止するように作用する
要因があったであろうことは，想像にかたくない。それは，ジョイント・ス
トック・カンパニーの発展期において，資本からの配当を抑制しなければな
らないという要請である。イギリスでの配当に関する事件の中の最も初期の
(2) この問題に対する私見については，拙稿「棚卸資産の評価・繰延資産の償却」
「企業会計」第34巻•第 2 号， 1982年。拙著「資産会計論—一ー資産の費用化に関
する研究ー 」ー森山書店， 1980年，第13章をみられたい。
(3) B. S. Yamey, "Some Topics in the History of Financial Accounting in 
England 1500-1900", in W. T. Baxter and S. Davidson (eds.), Studies in 
Accounting Theory, 2nd ed., 1962, p. 40. 
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ものといわれる1849年の事件のさいに， Campbell卿は， 次のように述べ
(4) 
た。
「あるジョイント・ストック・カンパニーの取締役が処分することにして
いる株式の価格を上げようとして，その企業の資本から支払われる虚偽の配
当金を指令することは，取締役にとって最もふらちな行為である。配当金は
利益のみから支払うべきであると考えられる。取締役がそのことを明言せず
に，ある一定の金額まで配当金を指令するときには，取締役はその会社がか
ような配当金を正当化する利益をつくったことを暗に世間に宣言することで
ある。かような利益が全く得られていなくて，配当金がその企業の資本から
支払われるときにはいつでも，重大な詐欺が実行されている」と。
かような考え方は，ある支出が費用的支出であるか資産的支出であるかが
判然としないときに，それを費用としないで資産に計上する処理が，純利益
を大きくし，これを配当に充てることになる弊害を警告したものである。こ
こには，資本と利益とを区別する思想，債権者保膜の思考がうかがわれる。
しかし，いくばくもなく，ある一定の支出項目を数年度にわたって配分す
ることを促進する動機が現われた。 1856年のジョイント・ストック・カンパ
(5) 
ニー法 (Sec.71)は，このような支出の配分を認めたのである。ピックスレ
ーは，創立費の繰延べの実践の一端を次のように記している。
「ある会社の成立のときに支出される諸費用は，通常， 『創立費』 (Pre-
liminary Expenses) と呼ばれる一つの未決勘定に集合される。 その全部
の金額を会社の損益勘定に計上することは，初年度の営業にとって不当であ
ろうから， 5分の1のような割当分を償却して，これを初めの5年にわたっ
て損益勘定に計上し， 5年の終わりにはこの未決の勘定を消却するのが習慣
的である。このような創立費勘定処理法は，特別法もしくは定款をもってし
(4) G. 0. May, Twenty-five Years of Accounting Responsibility, Vol. I, 
1936, p. 68. 
(5) F. W. Pixley, Auditors; Their Duties and Responsibilities under the 
Companies Acts and Other Acts of Parliament, 8th ed., 1901, p. 287. 
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ばしば規定されるが，しかし，これが行われなかったときでも，もしも会計
諸表の文面でかまたは監査役の報告によってかいずれかによって，当然，株
主がその事実を知っているならば，その方法が監査人によって許されるだろ
(6) 
ぅ」と。
このように，ピックスレーによると，特別のまたは例外的な性質をもつ支
出を，数年度の期間にわたって配分する実践は，事業家たちによって認容さ
れるものとして隠められ，会社の会計諸表においてもそのように承恩される
だろうという。同様にして裁判所は， 「これらの会社は商業的組合事業であ
り，また，法令によるあるいは別な方法による明文の規定がないときには，
同じ考慮を受けなければならない」 (Griffithv. Paget, 6 Ch. D. 515.) 
(7) 
という見解のもとに，上記の支出の繰延べを許したのである。
それにしても，資産的費用項目を繰り延べる具体像は，今世紀初頭におけ
るイギリスの株式会社の付属定款の個条から，かなりうかがいうる。ピック
スレーによると，次のような個条が，しばしば付属定款に書き入れられてい
るという。
「取締役会の意見によれば，支出の生じた年度の利益に正しく負担させる
ことができない特別の性質を帯びたどんな支出も， 未決の支出 (Suspense
Expenditure)として処理されてさしつかえなく，かつ，取締役会の決議に
従い，連続的な年数にわたって配分されてさしつかえない。そして，当分の
間未決であるかような支出の総額は，会社の利益を計算するという目的で，
(8) 
かつ，配当の目的で一つの資産と考えられてよい」と。
これによって見ると，株式会社の付属定款は，特別の性質をもつ支出を資
産的支出として，これを数期間に配分することが，利益計算および配当計算
の上で必要であるということを規定していたことを知るのである。
このように，創立費を資産として計上することは，架空の資産の計上を招
(6) Ibid, pp. 286-287. Cf. Ibid., p. 327. 
(7) Ibid., p. 287. 
(8). Ibid., p. 329. 
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来する危険を伴うはずである。それにもかかわらず，創立費の資産計上とこ
れの償却が実務に根をおろしたということは，会社法における承認や裁判所
の容認という前述の情勢を背景としていたと考えられるが， 19世紀に発展し
(9) 
たイギリスの監査制度にもいくらか起因するのではなかろうかと考える。す
なわち， 1855年には，この年の法律によって登記することを望むすべての会
社に対して有限責任の特権が付与されたのであるが，この法律の立案者たち
は監査人の地位をいっそう重視した。この重視は，破産の場合に当該会社の
資産の限度を越えて資本主の個人資産に及ぶことができないことによって，
(10) 
第三者が損害を蒙ることがないようにすることを期待したものであった。先
述した法制や監査の重要性の増大は，基本的には当時の社会経済事情，すな
わち株式会社の発展によるものであることは言うまでもない。
19世紀の末葉から20世紀にかけては，事業が異常に発展したという特徴が
見られ，当時は巨大な株式会社（普通， トラストと呼ばれる）が組織されて
いく時期であって，このことは，イギリスおよびドイツに共通する現象であ
(ll) 
ったといわれている。かような事情のもとで無形資産の資産性が認められて
いったと考えられる。
だが，無形資産の償却は一挙には成立しなかったように思われる。借地権
(12) 
および特許権の償却は会計士によって検べられる問題になっていたようであ
るが，暖簾を償却する実践は， 19世紀末のイギリスではまだ確立されてはい
なかったのではあるまいか。アカウンタント誌の1889年12月21日号に掲載さ
れた一論説の次のような記述は，具体的事例に言及していないが，当時の状
況に関する一つの証言として聞いてよいだろう。
(9) A. C. Littleton, Accounting Evolution To 1900, 1933, p. 297.片野一郎
訳「リトルトン会計発達史」同文館， 1952年， 410ペー ジ参照。
(10) Leonard. W. Hein, "The Auditor and the British Companies Acts", The 
Accounting Review, July 1963, pp. 508-509. 
(11) Cf. H. R. Hatfield, "An Historical Defense of Bookkeeping", The four-
nal of Accountancy, Apr. 1924, p. 251. 
(12) Littleton, op. cit., p. 310.前掲訳書， 424ペー ジ。
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「配当金という実際の経験から，暖簾にあまりに高い価格が支払われたと
いうことを知るときには，実価，すなわち，公正な率での配当を実行しうる
基礎としての価値に合わせて，償却引当を行って暖簾価額切下げをするべき
である。理論上はこれが採用するべき正しい方法であるだろうが，しかし，
実際のところ，かような状況において，その方法に訴えることはめったにな
い。というのは，かような償却が最も望ましいだろう丁度その時期は，企業
が償却費を負担する可能性の最も少ない時期であるからである。われわれの
面前にある事件についてこの見方をもつと，暖簾を償却する実践は，誤って
(13) 
も大事をとる行為として推賞してさしつかえない」
このような記述内容が，当時の一般的なイギリスの会計実践の在り方を示
すものであるかどうかは，にわかに断定しえないが，それは，暖簾の償却を
行う動向とは逆に，暖簾の償却を無視する動向として，企業が費用負担を少
なくすることによって利益を生み出そうとする状況があったことを示唆して
いる。われわれは，そこに，鉄道発展の初期のころにあった減価償却無視の
(14) 
実践を招来した状況と共通するものを認める。
このように，暖簾を資産に計上するにしても，企業の財務的理由から暖簾
の償却を無視する動向と深いかかわりがあると考えられるものは， 1895年の
Wilmer v. McNamara & Co., Ltd.事件の判決である。 その事件では，
一つの商事会社の暖簾は固定資本であり，そして利益を確定するときに，暖
(15) 
簾に関して何らかの減価を填補する必要はない，とされたといわれる。
そこで，今世紀初頭における株式会社の年次報告書を調べてみると， 1900
(16) 
年のP社の， 暖簾に支払った金額として 10,000ポンドを掲げるケースや，
(16) 
1903年のH社の，暖簾，目録見書どおりとして50,000ボンドを掲げるケース
が散見され，償却が行われていたようには思えない。もっとも， 1903年のF
(13) R. P. Brief, The Late Nineteenth Century Debate over Depreciation, 
Capital and Income, 1976, p. 693. 
(14) 拙稿「19世紀の減価償却事情」「会計」第114巻•第 5 号， 1978年，参照。
(15) Pixley, op. cit., p. 281. 
(16) L. R. Dicksee, Advanced Accounting, 1903, pp. 262-263 and切4.
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社のように， 「財産」という科目の下に， 土地・建物・機械のみならず，関
連会社暖簾をも含めた金額を掲げ，これから減価償却累計および当期償却分
(16) 
の金額を控除するケースもあるが，この場合でも暖簾の償却が行われたかど
うかは必ずしも明らかではない。
皿 ドイツにおける集中時代の具体的事例
19世紀のドイツにおいては，創立費を資産に計上してこれを繰り延べる実
践がある程度行われていたことは，想像にかたくない。シュマーレンバッハ
の記すところでも， 何はさしおいても創立費 (Organisationskosten)だけ
は，諸費用（得意先獲得，労働者および職員の雇用・訓練などの費用）によ
って創造される企業の組織が，工場建物と同様に一つの資産価値を示してい
(17) 
るという，それ自体正しい考えで資産の部に収容されていたという。ところ
が，創立費として資産に計上される金額が大きくなって，ある年度に配当に
あてうる利益が大きくなると，債権者が不利な立場に置かれることも， しば
しばあったと思われる。テア・フェーンによると，創立費や有価証券が立法
によって特に言及されなかった頃には，これらの項目によって特に苦い経験
をなめるという事例があったといわれる。それゆえ， 1870年の株式法改正法
(Aktiennovelle)の第239条の 1において， 「市場肱のある有価証券はせい
ぜい決算日の時価で」資産計上するべきこと， また， 「組織および管理の費
用はその全額でもって支出年度に損失として記帳する」べきことが規定され
た。こうして，創立費等は経過的な資産として取り扱うには及ばないことに
(18) 
なったといわれる。
バルトによると， 1870年の株式法改正法では， 「全出資をこえる純然たる
(17) E. Schmalenbach, "Die Generalunkosten al& Produktionskosten in der 
Bilanz der Aktiengesellschaft", Zeitschrift fur Handelswissenschaftliche 
Forschung, 2. Jg., Heft 5, 1907 /8, S. 164. 
(18) A. ter Vehn, "Die Entwicklung der Bilanzauffassungen bis zum AHGB.," 
Zeitschrift fur Betriebswirtschaft, 6. Jg., 1929, S. 440-441. 
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剰余のみが株主に分配され」てよく，また，株主は「損失によって減少せる
出資総額が填補されるまで配当を受け取ることができない」という規定が設
けられ，さらに， 第239条の1の第3, 4号において， 資本金およぴ会社定
款に規定した準備金または更新準備金の金額を消極側に記載すべきであるの
みならず，総資産と総負債との比較から生ずる損益を貸借対照表の末尾に特
に記載しなければならない，ということが規定された。 それによって， 「債
権者のために制定を行い，また，それによって，高い配当金を分配しうるよ
うに貸借対照表を取り扱う意図を多少とも阻もう」としたのであるといわれ
る(:9)
この素地は1884年の第2次株式改正法によって強化された。すなわち，こ
こに注目したいことは，この法律の第261条の第4号に，「創立およぴ管理の
費用は資産として貸借対照表に掲げることを得ず」とあることである。シュ
(20) 
マーレンバッハはこの条項の成立の事情を，大要次のように記している。
この法律は1873年以後何年もたって株式制度における弊害に対して立ちあ
がった多少遅生れの憤激の子であった。この弊害に反対した運動の先導者
は， ドイツ国においてはラスケル (Lasker)議員であった。当然彼は，会社
資産の公表価額，資本が「架空のものである」という結果に導く貸借対照表
の借方における擬制的価値物の掲載に対して熱烈に反対した。組織および管
理の費用も，信用のおけない株式会社の貸借対照表に見い出される疑わしい
資産価値物であるとみなされた。
上述の事情について，もう少し内容的説明を加えると，次のようである。
すなわち， 設立時の期間に隠められた創立費 (Griindungsaufwand)を相
当大きく資産に計上するという手段によって，設立後できるだけ早く配当支
払にあてうる利益を出すという目的を第一義的に追求する企業があった。そ
(19) K. Barth, Die Entwicklung des deutschen Bilanzrechts, Bd. 2, Steuer-
recht, Teilband 1, 1955, S. 143.なお，この時期のドイツ法制については，中
村忠稿「ドイツにおける企業会計法の発展(1)」「商経論叢」第 2 巻•第 3 号．
1966年'-参照。
(20) Schmalenbach, a. a. 0., S. 163-164: 
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のために企業が緊急に必要な支払資金や企業の固有の生存基盤を奪われるこ
とが稀ではなかった。そこで遂に，上記の法律が，貸借対照表作成のさいに
(21) 
起こりうる創立費の詐欺的資産計上の濫用を未然に防いだといわれる。
上述した創立費に関連して広告費の繰延べを見ることにする。広告費を繰
り延べることは購入暖簾の資産性を隠めてこれを償却することと無緑ではな
い。なぜなら，暖簾の資産性が認められるようになるとき，暖簾を創設する
要素の一つである広告費を費用的支出としないで資産的支出として，これを
償却するという，費用性資産の費用配分という近代会計へつながる発展が芽
生えてきたと思われるからである。これは，静態論的資産概念から近代的資
産概念への転換を暗示するものとして重要な意義をもつ。そのことに関連し
て動的論者が，動的貸借対照表学説にとっては，貸借対照表項目は何ら物的
価値物を示すものではなく，貸借対照表がなお未解決の項目の継続的掲載と
いう性格を示すにすぎない場合のように，比較可能な成果の出来るだけ正確
(22) 
な計算のための計数にすぎないものであるというように説いていることは，
示唆的な発言とうけとれる。
それはとにかく，広告費の繰延べの比較的早い事例は，今世紀初頭のドイ
ツに見られる。 プレーメン市にあったコーヒー商事株式会社 (Kaffee-
Handels-Aktiengese llschaft)は，自社によって製造されるカフェインのな
いコーヒーの紹介のために，特に集中的な広告を行ったが， 1908年 6月30日
(23) 
の貸借対照表に資産として次の項目を掲載している。
広告費 3 9 0 6 5 7 • 0 1 マルク
償却 9 0 6 5 7 • 0 1 / 
3 0 0 0 0 0 • 0 0 マルク
(21) E. Kossack, Die immateriellen Wirtschaftsg血terund ihre Behandlung 
in der Bilanz, 1960, S. 49-50. 
(22) E. Schmalenbach, Grundlagen dynamischer Bilanzlehre, 1920, S.15. 
V gl. E. Aufermann, "Die Erganzungsposten in der betriebswirtschaftlichen 
Steuerlehre", Zeitsch吐ftf加rBetriebswirtschaft, 1, Jg., Heft 2, 1924, S. 192. 
(23) P. Passow, Die Bilanzen der privaten und旺fentlichenUnternehmung-
en, Bd. I, 2. Aufl., 1918, S. 152. 
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営業報告書はそれについて次のように述べている。
「知識や優秀さを広告によって多くの大衆に伝えなければならないすべて
の新商品の場合には，何としても広告費は初期の諸年度においてはたいへん
重要である。なぜなら，周知させるための広告は最も費用のかかるものでは
あるが，しかし，後の有利な成果のための基礎を置くのが常であるからであ
る。それゆえ，われわれは，後の償却のために 300,000マルクの金額を広告
費勘定にそのまま計上しておくことによって，事情に応じて行動してきたと
思う。なぜなら，われわれは，今支出された広告費から，用役を予じめ将来
(23) 
の数年間にわたって期待して差し支えないからである」と。
この営業報告書の記述において，特に注目すべきことは，支出された広告
費が数年間の期待将来用役であるという趣旨の文句があるという点，換言す
れば，実務家がこのように言うとき，資産をもって用役港在性と考える資産
(24) 
の用役性が彼らの脳裡に描かれていたという点である。
しかし，このように広告費を繰延資産としてこれを償却する会計実践が，
果して一般的に普及したかという段になると，なお疑問である。このことに
関連してシュミットが1928年の一論文の中で， 「費用の結果として引き起こ
される無形価値物の，たとえば起業，広告等のための出費の会計処理は，総
(25) 
取引高による総利益の不正確な増加を招く傾向がある」として，「たとえば，
株式法 (Aktienrecht)は第261条の第4号によって，創立および管理の費用
がなお資産として活発に機能しているにしても，それらの費用を損益勘定を
経由して消去すること，また，それによって年度利益を減らすことを強制し
(25) 
ている」と述べているからである。ここでは，起業のための費用，すなわち
創立費の資産計上が，利益の不正確な増加を招来するという理由で，法的に
不可能であるのと同じ事情が広告費の繰延べについても存在することが示唆
されている。
(24) 拙稿「資産の用役性」「企業会計」第31巻•第 2 号， 1979年，参照。
(25) F. Schmidt, "Bilanz und Steuer", Zeitschrift fur Betriebswirtschaft, 5. 
Jg., 1928; s. 655. 
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次に，前記のプレーメン市のコーヒー商事株式会社とほぽ同時期における
暖簾の事例として， ドイツ・ルクセンプ）レク鉱業および鋳造株式会社(Deu-
tsch-Luxemburgische-und Hutten-A. G.）が挙げられる。すなわち， 同
社が1910年にドルトムント連合を引き継いだときに，同社はこの取得を契機
として新たに同社の貸借対照表に入れられた諸資産の項に， 750,000マルク
の金額で，「仮定の， 概念上の顧客価値」という一項目をも掲載した。この
点に関してパッソーの記すところでは，一つの営業全体が買収されて，そし
て，その商店の価値・得意先の価値等を顧慮して，その対価として特に高い
価格が支払われているときには，支払われる金額は，なるほど諸資産の中に
ともに入れられるが，特別の項目として入れられないで，他の資産諸項目に
(26) 
配分されるのが通例であるという。しかし，上記のように特別の項目として
処理する事例もあったのである。
ところで，暖簾に類似する項目に，カルテルのさいに成員に振り当てられ
る「生産割当率」や醸造所の割当権がある。それらは，当該企業の収益にと
って大いに重要であるにもかかわらず，通常の場合には，それらの入手のた
めに特別の出費が行われていないから，それらは通例，貸借対照表において
資産として記載されない。ところが，他の企業の生産割当率が買収されると
きには事情が遮う。そのときには，それらは，それに帰するコストの額をも
(27) 
って資産として入れられるという事態が起こる。
ドイツ・ルクセンブルク鉱業および鋳造株式会社は， 1910年に前記の連合
を引き継いだ機会に， 連合から引き継いだ諸資産の項に， 「連合（ライン＝
ヴェストファーレン石炭シンジケート，製鋼所連合， ドイツ・アンモニア販
売連合および他の比較的小さい連合）への仮定の，概念上の参加価値」とし
て， 2,250,000マルクの項目をも貸借対照表に入れた。同年10月の株式募集
(26) Passow, a. a. 0., S.152. Vgl. F. Leitner, Bilanztechnik.und Bilanzkritik, 
Bd. H des Grundrisses der Buchhaltung und Bilanzkunde, 6. Aufl., 1923, 
S.60. 
(27) Passow, a. a. 0., S.152-153. 
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趣意書は，それについて，この金額はその連合の結末までに償却によって消
(27) 
去されるだろうということを述べたといわれる。
このような「連合への仮定の，概念上の参加価値」の資産性が認められ，
それの償却が行われるにいたったということは，当時のドイツ経済社会の資
(28) 
本の集中という背景にてらして当然の成り行きであったと考えられる。
w 自己創設暖簾をめぐる初期の混乱
_(_29)・ 
初期の時代における暖簾の会計については，なお述べておくべきことがあ
る。それは，自己創設暖簾の会計処理について多少の混乱があったのではな
かろうかと想像されるということである。自己創設暖簾のための出費を資産
として計上することが許容されるべきであるかどうかについて，法的判断が
示されなければならなかったのであり，このことは，ある事件における1914
(30) 
年6月27日のドイツ大審院の判決のうちに暗示されている。グロースマンが
その判決書から次のように抜孝している。
「地方裁判所は，当該会社の元帳へ引き継いだ貸借対照表の積極側に，
『意匠』と呼ばれる項目，すなわち， 1907年4月1日から1910年まで規則的
に，より正確に言うと，全体的に見ると， 8,000マルクから20,000マルクに
増加した貸借対照表項目が繰り越されていることに異議を唱えている。当該
会社の暖簾の価値が， 『意匠』という項目で， 資産として記帳されているこ
とは，確かである。地方裁判所は，開業貸借対照表において当該会社が，会
社の創立時に一つの現存する営業の暖簾を有償で引き継いだときのように，
暖簾の対価が当該会社によって渡されている限りにおいてのみ，当該会社の
暖簾の設定および評価を貸借対照表能力のある資産と認める。……地裁判決
(28) 北村次ー著「ドイツ企業家史研究」法律文化社， 1976年， 48ペー ジ以下参照。
(29) 暖簾の理論的考察については，拙稿「暖簾の会計」木内佳市先生還暦記念事業
会絹「会計及び会計管理の研究」同文館出版， 1982年，参照。
(30) H. GroBmann, "Die immateriellen Unternehmungswerte in steuerwirt-
schaftlicher Beziehung"; Zeitschrift fur Betriebswirtsc加ift,10. Jg., 1933, 
s. 733-734. 
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の再審理を請求するための上訴は，次のこと，すなわち，貸借対照表の資産
の項に，当該会社のすべての具体的な財産価値物を掲げなければならない。
そして，かような財産価値物には，当該営業年度中に出費を行うことによっ
て取得し，かつ拡大したその営業の暖簾も算入されるのであり，その暖簾は
いつでも，しかもそれの拡がりが広ければ広いほど各営業年度において騰貴
する価格で譲渡しうるものである。……当該会社が，取引先と結んだ契約か
らの権利の譲渡を通じて，他のある商会へ売却することができた暖簾は，当
該会社の永続的に増大せる財産価値であった，ということを主張している。
この見解には，同意することができない。商法典第40条，有限責任会社法第
41条に従い，当該会社のすべての財産物件およぴ物品は，貸借対照表の作成
の行われる時点にそれらに付すべき価値によって貸借対照表に掲げなければ
(30) 
ならない」と。
ここで，われわれは，有償取得の暖簾のみを資産と隠める判決を下した地
裁の判決を不満として，他への譲渡可能な創設暖簾も自社が出費を行うこと
によって取得した具体的価値物であると申し立てた上訴を却下して，大審院
が地裁判決を支持した一例を駆めることができる。このように，会社の中に
は自己創設暖簾のための出費を資産に計上するものがあり，その会計処理に
混乱があったのは，主として，法制の不備と一般の欝識不足に起因するので
あろう。ヘッセン州カッセル市の参事官であったグリーンバウムも， 1932年
に次のように報じている。「有名な経営経済学者たちが， 暖簾，いわゆるグ
ッドウィルは他から買い入れた場合のみならず，創設して取得する場合にも
貸借対照表に計上されなければならないということを支持している。……無
(31) 
形財についての商法の貸借対照表作成規定が従来存在しなかった」と。彼に
よると，無形財の貸借対照表能力について長い間，論争があったが，税務当
局は無形財について経済的に合理的で，かつ計数的に是駆されるぺき評価基
礎を入手することは解決不能であると考えた。そこで，次の二つの場合にお
(31) Griinbaum, "Ueber System und Inhalt des Bilanzsteuerrechts", Zeit-
schrift fur Betriebswirtschaft, 9. Jg., 1932, S. 50--51. 
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いてのみ，すなわち，無形財が1923年以後有償で，それゆえ他から買い入れ
られたものである場合または無形財の財としての特徴が例外的に認められる
ような場合において，無形財に貸借対照表能力があるのであり，価値減少を
理由とする償却は許容されるという考え方をとった。この税務当局の考え方
を受け継いだ商法典の小改正(§ 261 Ziff. 4)が行われたので，硯存してい
(31) 
た法律上の不確実さがこの改正によって除去されるに至ったといわれる。
しかし，自己創設暖簾に関する認識不足はいくばくもなくして解消してい
った。グロースマンが1933年の一論文において，自己創設暖簾の貸借対照表
における処理については，商法，税法ならびに経営経済学において意見の一
致があり，これが貸借対照表能力をもたないことは確かであるということを
(32) 
述べている。
vむすび
以上で，蕪雑な考察ではあるが，資産的費用項目の資産計上とそれの費用
化の在り方に関する初期の一般的な事情を描き出そうとつとめた。
19世紀末には大規模な株式会社組織の独占的企業の成立が先進資本主義国
において共通した現象であった。かような企業においては，多大な資本投下
が設備資産や棚卸資産以外のものにも行われt このことが，資産的費用項
目の成立の要因をなしていたと思われる。無形資産や繰延資産のような資産
となりうる費用項目に貸借対照表能力を駆めて，この項目の費用化を把握す
ることは，正確な期間損益計算の要請に基づいている。だが，資産的費用項
目を即時に費用化しないで，資産的支出として処理することは，支出年度の
費用負担を軽減して早期に配当金の支払を容易にする財務的要請にもかな
う。ここに会計計算と企業財務との交錯がある。
資産となりうる費用項目を支出年度の費用としないで資産として処理する
(32) H. GroBmann, "Neue Forschungsergebnisse zur theoretischen und prak.-
tischen Handhabung des Goodwill", Zeitschrift fur Betriebswirtschaft, 10. 
Jg., 1933, s. 464. 
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会計家の脳裡には，当期の支出未費用から，相当長期にわたる用役が期待さ
れるという思考が、おぽろげながら浮んでいたのであろう。それゆえ，費用
性資産の種類の拡大は，静態論的資産概念から動態論的資産概念への発展を
意味するものである。また，費用性資産の費用化の実践が有形資産から無形
資産へ及んでいくことは，静態論的会計から動態論的会計への発展の一鮪で
ある。
しかし，資産的費用項目を資産と認めてその費用化の把握を行うという実
践は，国によって地域によって遅速の差進があったようである。この項目に
貸借対照表能力を認めることは，即時に費用計上しなければならない項目を
詐欺的に資産に計上する誘惑に負ける危険を伴う。・ドイツでは株式会社の発
展期においてしばしば債権者が己れの利益を害されるという苦い経験を重ね
た。イギリスでは創立費を資産に計上してこれを償却する実践が19世紀後半
にはすでに成立したのに対して， ドイツでは特殊性があって創立費の資産計
上は今世紀に入っても行われなかった。
企業の合同という経済的背景のもとで，購入暖簾を資産に計上するという
実践は，世紀の転換期にイギリスおよびドイツにおいて行われた。しかし，
暖簾を償却する慣行は，企業が費用負担を軽減しようとする財務的理由で行
われたり行われなかったりする状況であったと思われる。それは，設備資産
の減価償却さえ実行したりしなかったりする状況と無関係ではなかったのか
もしれない。また，自己創設暖簾も資産に計上しうるのではないかという考
えのもとに実践上の混乱があった。
それにしても，この小稿で取り上げようとしてなお十分に取り上げえなか
った点も少なくなく，それらについては別の機会をまって補完していきたい
と思う。
